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代表取締役 専務執行役員
CFO
コンプライアンス担当役員（CCO）
経営管理本部長 
兼 サステナビリティ推進室長（CSuO）

健全な危機感に基づく
財務戦略の下、
パーパスの実践を支える

サステナビリティ経営と財務戦略

CFO／CSuOメッセージ CFOとサステナビリティ経営の推進責任者（CSuO）を兼務する立場として、私の
ミッションは社会課題の解決により、エプソンが長期的・持続的に成長原資を生み
出す力（稼ぐ力）を向上させていくことです。
エプソンの企業経営の根幹を成すマテリアリティは社会課題をベースに特定され
ており、エプソンの行う企業活動は、社会課題解決そのものと考えています。つまり
社会課題を起点とし、その解決に向けた活動をより一層強化することで、同時に事業
成長を実現します。
「『省・小・精』から生み出す価値」で、社会課題を解決し、社会の持続可能性に資する
長期的な価値を提供していく。それが、「人と地球を豊かに彩る」ことにつながります。
パーパスを中心に据えたサステナビリティ経営とも言えます。パーパスを旗印に、長期
視点で将来性を見極めた財務戦略およびサステナビリティ経営を実行していきます。

同期化
『人と地球を豊かに彩る』
（ マテリアリティの達成 ）

② 気候変動や人権への対応等、
　 社会の持続可能性の向上

『「省・小・精」から生み出す価値』
競争優位性のある（ 価値創造イノベーション ）

① 社会の持続可能性に資する
　 長期的な価値提供

『企業価値向上』
（ Cash創出 ）

③ 企業が長期的・持続的に
　 成長原資を生み出す力
　 (稼ぐ力)の向上

社会課題
解決

再投資
信頼獲得・事業成長

*1 上記同期化のために必要な経営・事業変革（トランスフォー
　 メーション）が、長期ビジョン Epson 25 Renewed の実行

*1

※伊藤レポート3.0（SX版伊藤レポート）を参考に、エプソン作図。

■ エプソンのサステナビリティ経営

社会のサステナビリティ エプソンのサステナビリティ
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CFO／CSuOメッセージ

2022年度はインクジェットプリンター、プロジェクター、マイ
クロデバイスなどの値上げ・価格維持に加え、半導体調達難
や物流混乱による供給制約の改善などにより、売上収益は
１兆3,303億円と前期比で増収となりました。また、部材・物流
コストの増加や生産拡大に伴う費用増加などがあったもの
の、上述の通り主要商品の価格対応やメリハリを付けた費用
執行および為替のプラス影響により、事業利益は951億円と

事業ポートフォリオ管理を徹底し、投下資本によって生み出す
利益をいかに増加させるかをROICの視点で検討することで、
経営の質を高めていきます。
事業ポートフォリオ管理では、製品ライフサイクルに合わせ
て、「成長領域」「成熟領域」「新領域」という事業領域を明確に
する成長戦略で、それぞれに適した資金配分を行っています。
エプソンの事業ポートフォリオ管理は三つのステップがあると
考えており、現在は第2ステップにあります。
2019年頃、エプソンは、過度な売上成長を前提とした計画
に基づき、全ての事業に投資しましたが、その成果が業績に結
び付かず非常に厳しい状況となりました。その教訓から資金配
分のメリハリをつけたのが第１ステップでした。
現在の第２ステップでは、将来成長が見込める領域に効率
的に資金を循環させ、投資を行う方針を明確にしました。エプ
ソンは成熟領域のビジネスが売り上げの多くの割合を占めて
います。その中でも、主要商品であるプリンターはペーパーレス
の流れの中、今後市場が縮小していくことが予想される事業
です。しかしプリンター事業は、エプソン独自のコア技術を
ベースにイノベーションを実現することで、これからも新たな
価値を創出し成長することが可能です。つまりプリンター事業
から新しい発想によるソリューションを開発し、育て、事業と
して収益化を実現するということです。この取り組みの背景に
あるのは、強烈な危機感です。成熟領域中心の事業ポート
フォリオが進化しなければ、いずれ売上も利益も落ちていくで
しょう。 新たな取り組みは当面赤字となりますが、それを恐れる
ことなく、いかに早く次の成長の芽を育て上げるかという意識、
課題感を持って取り組んでいきます。
これから進める第３ステップでは、事業別にROICの目標を

* 事業利益とは、国際会計基準（IFRS）の適用に当たり、エプソンが独自に開示する利益で
　あり、日本基準の営業利益とほぼ同じ概念の利益です。

当連結会計年度の平均為替レート

135.44円 140.90円
（前期比21％の円安） （前期比8％の円安）

ユーロ米ドル

1兆3,303億円 951億円

970億円 750億円
18.7％減前期比2.7％増前期比

6.1％増前期比17.8％増前期比

親会社の所有者に
帰属する当期利益

事業利益

営業利益

売上収益

前期比で増益となりました。一方、当期利益は繰延税金資産
の積み増しがあった前期に対して減益となりました。
今回、適切な価格対応ができた理由は三つあります。一つ目
は、インクジェットプリンターなどの需要が堅調な中で値崩れ
が起きにくい状況であったことです。二つ目はエプソンの売上
収益の83%を海外が占めており、日本に比べて物価高に伴う
価格転嫁に対する理解が得やすいということです。そして重要
なのが三つ目で、商品そのものに競争優位性があることです。
エプソンの主力商品の一つである大容量インクタンクモデル
のプリンターは、2010年にインドネシアで発売を開始して
以降、販売エリアを約170の国と地域へ拡大し、2023年2月
には世界累積販売台数8,000万台を達成しています。またプ
リンターに限らず、エプソンの商品は豊富なラインアップがお
客様の支持を得ています。こうした三つの要因が、適切な価格
対応に大きく貢献しました。
2023年度以降は流通が安定してくることもあり、競争環境
は厳しくなると思いますが、「集中から分散へ」の流れは今後も
続いていくと考えられます。分散化で求められる商品の小型化
はまさにエプソンの「省・小・精」の技術が活きる領域です。
引き続き社会変化やニーズに応じた商品・ソリューションを
提供していきます。

「Epson 25 Renewed」では、財務目標にROICを設定する
など利益ならびに資本効率を重視する方針を掲げています。

販売価格対応や
メリハリのある費用コントロールなどにより、
2022年度も増収増益を確保

事業ポートフォリオ管理を進化させ、
資本効率性をさらに高める
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製品ライフサイクル
に合わせた
事業領域の

位置付け明確化

位置付けに合わせた
資金配分

および目標設定

最終的には、事業間
シナジー、社会的価
値等を勘案し総合的
に判断・方向付け

高

低
低

新規 成長

成熟（構造改革） 成熟（収益性維持）

オフィスプリンティングセンシング

自
社
成
長
性

収益性

商業・産業プリンティング環境ビジネス

プリントヘッド外販

ホームプリンティング

マイクロデバイス
資金の流れ

生産システム

プロジェクション

ウオッチ

設定し、資金効率を向上させることに挑戦します。ROICを事業
の管理指標とする試みは当期から始めていますが、単なる
数字遊びにならないよう慎重に進めるべきだと考えています。
最も難しいと感じているのはベンチマークの設定です。まずは
目標値を設定して予実管理で差分を分析するというPDCAを
回し、経営判断に有益な指標として活用できるか、見極めて
いきたいと考えています。

新規事業の捉え方は複数あり、今のエプソンにはない新た
な価値の創造（①）、既存技術の新規活用（②）、既存事業の
用途拡大（③）などがあると考えています。これらにバランス
良く資金を投下していくことが大切です。①の代表的なものが、
CVC（コーポレート・ベンチャー・キャピタル）であり、エプソン
ではCVC子会社のエプソンクロスインベストメント株式会社

を通じて、プリンティング、ロボティクス、AI、xRなどさまざまな
分野へ投資しています。①への投資は、世の中の動きや新しい
技術の動向を把握し、さまざまな環境変化に備え、対応できる
可能性を広げるという点での貢献を期待しています。②は、
私たちが持つドライファイバーテクノロジーや、プリントヘッド
に代表されるMEMSの技術などを、どのように発展させ
るかという、新たに事業を切り開くことを目的に進めてい
ます。事業ポートフォリオにおける新領域への投資がこれに
当たります。③は、既存の事業において、新しいサービスや
ソリューションを提供する、あるいはお客様領域を広げる
ことを指しています。これも広い意味で新規事業であると
私は考えており、成長領域あるいは成熟領域への投資が
これに当たります。
投資は利益につながらなければ財務の視点では失敗と言え

ます。しかし、今は赤字でも長期的には黒字が見込めるなど、
成長戦略がしっかり描ける取り組みには、直近の赤字に臆せず
挑戦していきたいですし、経営サイドとして事業、社員の挑戦
を力強く後押ししたいと思っています。

成長期待へとつながる
新規事業への投資を進める

エプソンの将来成長を見据えて長期の投資戦略が立て
られる、これがCFOとCSuOを兼任していることの強みの
一つであると考えています。まだ大型の投資はできていません
が、積極的に次の成長を担う事業の芽を探しています。私は、
マネジメント層向けの社内研修の際などに「私を悩ませるく
らいの投資案件を持ってきてほしい」と常々社員にも伝え
ています。エプソンの未来を創る魅力ある案件が見つかった
暁には、すぐに投資できる準備ができています。

今のところ財務的には安定した経営を継続していますが、
PBRなど市場評価への反映ではまだまだ足りない部分がある
と認識しています。エプソンは、機関投資家の皆様から二つ
の側面で認識されています。一つは、プリンターが主力商品
であることから、ペーパーレスによって縮小していく市場に

投資家などとの建設的な対話により、
企業価値を向上する

■ 事業ポートフォリオ管理による効率的資金循環
CFO／CSuOメッセージ
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負荷低減」であり、経営資源を集中させて取り組んでいます。
例えば、エネルギー効率に優れた環境配慮型商品群をお客
様に提供するなど、社会課題の解決に貢献しています。3の
取り組みは、まさにエプソンの事業活動そのものと言えます。
加えて、環境の取り組みにひも付く投資計画として「2030
年までの10年間で1,000億円の投入」があり、取り組みの
1、2、4に充てる予定です。2022年度の費用投下は、再生
可能エネルギーの活用（1.脱炭素）、再生プラスチックの活用
（2.資源循環）、ドライファイバーテクノロジーを応用した梱包
材実用化、バイオマスプラ開発推進（4.環境技術開発）などを
実施しました。今後も適切な投資を継続し、循環型経済を牽引
していきます。
エプソンのサステナビリティのリスクとしては「人材」が挙げ
られます。優秀な人材をいかに継続的に確保できるか、また

育成するかは今後の事業成長において不可欠な視点です。
ベースアップも考えていくべきであると思いますし、DXやIT
など基盤構築を担う人材はパートナーとの共創・協業で補う
など、広い視野で対応策を検討するとともに、必要な費用投
下あるいは投資をしなければなりません。今後の社会変化に
対応し、取り組みを進化させていきます。
加えて、共創が進めば進むほど、イノベーションの根底と
なる「知財」が重要になってくることは明白です。エプソン
の強みや利益の源泉を守り、かつ成長させていくための資本
として、知財への投資を進めていきます。
今後の課題は、これら非財務の取り組みがどうエプソンの
企業価値（稼ぐ力）につながっているのかを示すことです。
社内での研究に加え、資本市場の皆様との対話を通して追求
していきたいと考えています。

ある企業だと認識されるケース。一方、MEMSやセンシング
などのエプソンの要素技術や、インクジェットテクノロジーを
紙への印刷以外で活用する可能性などに期待し、成長性が
ある企業だと認識されるケースです。
エプソンのPBRが1倍程度にとどまっている理由の一つと

して、事業ポートフォリオ管理に基づく事業運営の最適化や、
エプソンが持つ技術および事業の新たな可能性に関する
訴求が十分でないことがあると考えています。この課題を解決
するため、戦略を遂行・訴求することにより成長期待の醸成・
向上を図るなど、投資家の皆様の関心や期待に応えるため
の施策を総合的に検討していきます。
エプソンは今後も健全な危機感の下、事業ポートフォリオ
管理に基づく効率的な資金循環および成長投資を進めると
ともに、エプソンの成長ストーリーを伝える取り組みを粘り
強く行っていきます。それが成果となって表れた時には、株価
やPBR、ひいては企業価値もさらに向上していくと期待して
います。

「Epson 25 Renewed」の「環境」の取り組みとして、「1.
脱炭素」「2.資源循環」「3.お客様のもとでの環境負荷低減」
「4.環境技術開発」を掲げています。このうち、最も大きなイン
パクトの創出を目指しているのが「3.お客様のもとでの環境

非財務（将来財務）の取り組みを
強化する

■ 環境への取り組み

● 再生可能エネルギー活用
● 設備の省エネ
● 温室効果ガス除去
● サプライヤーエンゲージメント
● 脱炭素ロジスティクス

● 資源の有効活用：
　・小型軽量化／再生材活用
● 生産ロス極小化
● 商品の長期使用：
　・リファービッシュ／リユース

● 低消費電力化
● 長寿命化
● 消耗品・交換部品の削減
● 印刷のデジタル化
● 生産装置の小型化

● ドライファイバー
　テクノロジー応用
● 天然由来素材（脱プラ） 
● 原料リサイクル（金属、紙）
● CO₂吸収技術

環境投資・費用

*1 GHGスコープ1、2、3排出量
*2 一部、販売拠点などの電力量が特定できない賃借物件は除く

●環境負荷低減に貢献する商品・サービスの開発に経営資源を集中 3

● 2030年までの10年間で1,000億円を投入
　・サプライチェーンにおけるGHG排出量*1を200万t以上削減
　・2023年には、エプソングループ全体の消費電力*2の100%を、再生可能エネルギー化

1 2 4

1 2 3 4脱炭素 資源循環 お客様のもとでの
環境負荷低減 環境技術開発

*  企業価値向上に向けた取り組みにつきましては、2023年7月28日公表の「2023年度
　（2024年3月期）第1四半期 決算説明会プレゼンテーション資料」も合わせてご覧ください。

CFO／CSuOメッセージ
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TCFD提言への対応

　気候変動が社会に与える影響は大きく、エプソンとしても取り組むべき重要な社会課題だと捉えています。パリ
協定の目指す脱炭素社会（世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える
努力をする）の実現に向け、エプソンは2030年に「1.5℃シナリオに沿った総排出量削減」の目標達成を目指して
います。また、「Epson 25 Renewed」の公表に合わせ「環境ビジョン2050」を改定し、その目標として掲げる
2050年の「カーボンマイナス」「地下資源*1消費ゼロ」に向け、脱炭素と資源循環に取り組むとともに、環境負荷
低減を実現する商品・サービスの提供、環境技術の開発を推進しています。

■ TCFD提言への対応

　TCFDのフレームワークに基づいて、シナリオ分析を実施し、気候関連リスク・機会がエプソンの戦略に与える
財務影響度を定量的に評価しました。その結果、脱炭素社会へ急速に進んだ1.5℃シナリオの場合、市場の変化・
政策・法規制による操業コスト増加の移行リスクはあるものの、インクジェット技術・紙再生技術に基づく商品・
サービスの強化により財務影響へのインパクトは限定的と予想しています。
　なお、世界が現状を上回る対策をとらずに温暖化が進んだ4℃シナリオの場合でも、異常気象に伴う災害の激
甚化による国内外の拠点に対する物理リスクの影響は、小さいことが確認されています。

■ シナリオ分析の結果

■ 戦略
　エプソンは、「循環型経済の牽引」「産業構造の革新」をマテリアリティとして設定しています。これを達成する
ために、エプソンの技術の源泉である「省・小・精の技術」を基盤に、イノベーションを起こし、さらなる温室効果
ガス（GHG）排出量削減に取り組んでいます。さらに、気候変動に対するレジリエンスの強化を図るため、「環境
ビジョン2050」の実現に向け、環境戦略定例会および下部組織の分科会にて活動を推進し、2022年度は以下の
取り組みを中心に活動の実践状況のレビューや各種経営会議への審議・報告を行いました。

■ ガバナンス
　気候変動に係る重要事項は、社長の諮問機関としてグループ全体のサステナビリティ活動
の中長期戦略を策定・実践状況のレビューを行う「サステナビリティ戦略会議」で議論の上、
定期的に（年に１回以上）取締役会に報告することで、取締役会の監督が適切に図られる体制
をとっています。
　また、気候関連問題に対する最高責任と権限を有する代表取締役社長は、サステナビリティ
推進室長（取締役専務執行役員）を気候関連問題の責任者に任命し、サステナビリティ推進
室長は、TCFDを含む気候変動に関する取り組みを管理・推進しています。なお、推進体制に
ついては、P.26「サステナビリティ経営と財務戦略」の推進体制図と同様です。

■ リスク管理
　企業を取り巻く環境が複雑かつ不確実性を増す中、企業活動に重大な影響を及ぼすリスクに
的確に対処することが、経営戦略や事業目的を遂行していく上では不可欠です。エプソンは、
気候関連問題を経営上の重大な影響を及ぼすリスクとして位置付け、気候関連リスクの識別・
評価・管理プロセスを設けて適切に管理しています。

■ 指標と目標
　エプソンの技術の源泉である「省・小・精の技術」を基盤に、商品の環境性能向上や再生可
能エネルギーの活用、事業活動などバリューチェーンを通じた環境負荷低減に積極的に取り組
んでいます。GHG排出量（スコープ１，２，３）の2022年度排出量実績は以下の通りです。

• スコープ1・2排出量ゼロ目標および設備更新計画・削減シナリオの検討
• 国内維持活動として再生可能エネルギーの持続的・安定的な調達方針の検討
• サプライヤーエンゲージメント（サプライヤーの再エネ切替、再生材調査等）
• 地下資源消費ゼロに向けた資源循環指標・目標の検討

• 社会の環境負荷低減に寄与する、製品ジャンルごと客観性・公平性のある削減貢献量の
　算定ロジック検討

• ドライファイバーテクノロジー応用テーマの具体化（梱包材、バイオマスプラ材開発）
• スクラップ金属の高付加価値リサイクル技術開発

環境戦略
定例会の
推進

脱炭素

資源循環
お客様のもとでの
環境負荷低減

環境技術開発

評価項目 2022年度 取り組み実績

*2の注釈は、裏表紙へ

*1  原油、金属などの枯渇性資源

■■ スコープ1（国内）
■■ スコープ1（海外）

■■ スコープ2（国内） 
■■ スコープ2（海外） 

事業利益原単位 ■■ カテゴリー1 ■■ カテゴリー11 事業利益原単位

温室効果ガス排出量（スコープ1、2）*2 温室効果ガス排出量（スコープ3：カテゴリー1、11）*3

0
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235

0.24

（千t-CO₂e） （千t-CO₂e/億円）
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0.38

2021
0

1.00

2.00

3.00
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（年度）2025

基準年比
34%削減

0

1,000

2,000
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0
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4.00

6.00

8.00
（千t-CO₂e） （千t-CO₂e/億円）

（年度）

2,544

3.40

1,767

1.85

（基準年）
2017 2022

1,879

2.09

2021

1.90

（SBT）
2025

基準年比
44%削減

＊3 SBTの対象。カテゴリー1 ： 購入した物品・サービス、カテゴリー11：販売した製品の使用
・  カテゴリー1 ： 2022年度は国立研究開発法人産業技術総合研究所 IDEA Ver.3.2を使用
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■ 1.5℃シナリオにおける気候関連リスク・機会／取り組み実績
　エプソンは、気候関連のリスク・機会の重要性評価に向け、「移行リスク」「物理リスク」「機会」の区分でシナリオ特定と評価を実施し、７つの評価項目を選定しました。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）と国際エネルギー
機関（IEA）が提示する気温上昇1.5℃に相当するシナリオと社内外の情報に基づき、事業インパクトと財務影響度を評価しました。
　エプソンは、2021～2030年度までの10年間で約1,000億円（2021～2025年は約250億円、2026～2030年は約750億円）を投入し、脱炭素・資源循環・環境技術開発への取り組みを加速します。また、気候関連リスク
への解決は、私たちが設定したマテリアリティである「循環型経済の牽引」「産業構造の革新」に合致し、エプソンの強みである低環境負荷（消費電力・廃棄物削減など）商品・サービスで、事業拡大の機会につながります。
　シナリオ分析に基づいた気候関連リスク・機会の評価結果とそれに対する取り組み実績は以下の通りです。

詳しくは
Webへ

*4 顕在時期　短期 : 10年以内　中期 : 10～50年　長期 ： 50年超　　*5 財務影響度　小 : 10億円以内　中 ： 10～100億円　大 ： 100億円超　　*6 一部、販売拠点などの電力量が特定できない賃借物件は除く　　
*7 国内拠点で長期的洪水リスク（21世紀末）を有する主要拠点 *8 Epson 25 Renewed　発表時の2020年度予想と2022年度実績との比較

区分

移行
リスク

短期
イ
ン
パ
ク
ト

イ
ン
パ
ク
ト

イ
ン
パ
ク
ト

想
定
シ
ナ
リ
オ

想
定
シ
ナ
リ
オ

リ
ス
ク
へ
の
対
応

事
業
機
会

事
業
機
会

短期

長期
21世紀
末

短期

小

2030年
までに
合計

約1,000億円
を投入

小

大
2025年度

までに成長領域
CAGR 15％
見込

短期 中

小

45.3億円
(内訳)

   ・投　資 : 20.2億円　
・費　用 : 11.0億円
・人件費 : 14.1億円

環境ビジョン2050
累積投入費用・投資
合計 78.5億円

小

2020年度→22年度
売上収益

CAGR + 16%*8

-

物理
リスク

市場の
変化・政策・
法規制

急性

・ ペーパー需要

（環境ビジョン2050
  の取り組み）
・ 脱炭素
・ 資源循環
・ 環境技術開発

・ 洪水による事業拠点
  の被災

・ 海面上昇による
  事業拠点の被災

・ 渇水による操業への
  影響

（環境ビジョン2050
  の取り組み）
・ お客様のもとでの
  環境負荷低減

・ 環境ビジネス

慢性

機会 商品・
サービス

評価項目 事業インパクト 2022年度 取り組み実績 2022年度 定量実績財務
影響度*5

顕在
時期*4

• 気候変動とペーパー需要の変化に関する強い関連性は見いだせないが、印刷・情報用紙の需
要は減少傾向にあると想定する。COVID-19によるトレンド変化（分散化によるオフィス印刷の
縮小など）によりペーパーレス化がさらに進んだ場合においても、インクジェット技術・紙再生技
術に基づく商品・サービスの強化（印刷コスト低減、環境負荷低減、印刷の快適性向上、紙情報
の有用性訴求）により財務影響へのインパクトは限定的と予想される

• 36拠点（国内17、海外19）を対象に2022年度最新リスクを評価した結果、洪水（河川氾濫）、
高潮、渇水によるエプソンへの将来的な操業リスクの変化は限定的

• サプライチェーンに関する短期気候変動リスクについては、BCP（事業継続計画）で対応

• オフィス・ホームプリンティングは数量・売上収益とも伸長。インクカートリッジ
は在宅印刷需要の平常化が進み減少したものの、本体市場稼働台数の増加に
伴い大容量インクボトルとオフィス共有インクは増加。エプソンがターゲットと
しているマーケットでのペーパー需要変動による財務影響は限定的

• 2023年の全拠点*6での100%再生可能エネルギー化に向けた国内維持活動
と海外切り替え拡大推進（2022年度再エネ活用率：電力ベース79%）

• 再生可能エネルギーの長期安定調達化に向けた調達方針の策定

• 36拠点（国内17、海外19）を対象にIPCC第6次評価報告書に基づき最新リス
クを評価

　ー洪水（河川氾濫）、高潮、渇水による将来的な操業リスクの変化は限定的であ
ることを確認。豊科事業所*7における低階層の設備浸水リスクに対してはBCP
施策（設備更新時の移設）で対応

• 「Epson 25 Renewed」における成長領域（オフィスプリンティング、商業・産業
プリンティング、プリントヘッド外販、生産システム）への取り組みを推進

• ドライファイバーテクノロジーを核技術とし、事業活動や技術開発活動を通じた
環境ソリューションビジネス創出に向けたビジネスプラン検討

• ドライファイバーテクノロジーを応用しコットン端材を原料とした梱包材実用
化、セルロース複合バイオプラの開発推進。CO₂吸収技術選定と環境関連・材
料開発への投資

• 再生プラスチック使用製品の拡大、リファービッシュ/リユースによる商品の長
期使用の拡大

• 不要な金属を、金属粉末製品の原料として資源化する新工場用地を取得、リサ
イクル工場基本設計完了(2023年7月着工、2025年6月稼働予定)(エプソン
アトミックス)

• 世界的に共通した社会課題で
ある「気候変動」と「資源枯渇」に
対し、商品・サービスやサプライ
チェーンの「脱炭素」と「資源循
環」における先進的な取り組み
が求められる

• 飛躍的な環境負荷低減につな
がる環境技術開発により、科学
的かつ具体的なソリューション
が求められる

●脱炭素
  • 再生可能エネルギー活用 • 設備の省エネ • 温室
効果ガス除去 • サプライヤーエンゲージメント • 
脱炭素ロジスティクス

●資源循環
  • 資源の有効活用 • 生産ロス極小化  • 商品の長期
使用

●環境技術開発
  • ドライファイバーテクノロジー応用 • 天然由来素
材（脱プラ） • 原料リサイクル（金属、紙） • CO₂吸
収技術

• 炭素税導入、電気料金高騰、廃
棄物処分コストの上昇、適量生
産・資源削減などにより、環境に
配慮した商品・サービスへの
ニーズが高まる

• 「Epson 25 Renewed」における成長領域とし
て、①環境負荷低減・生産性向上・印刷コスト低減
を実現するインクジェット技術によるオフィスプリ
ンティング、商業・産業プリンティング、プリントヘッ
ド外販、②環境負荷低減を実現する新生産装置の
拡充による生産システムの提供、により売上収益
成長CAGR（年平均成長率）15％を見込む

• 地球温暖化対策分野や廃棄物
処理・資源有効活用分野の市場
成長が見込まれる

• サーキュラーエコノミー（循環型
経済）へのシフトにより、再生プラ
スチック、高機能バイオ素材、バ
イオプラスチック、金属リサイク
ルの市場成長が見込まれる

• 地球温暖化対策やサーキュラーエコノミーへのシ
フトに対する有効なソリューションとして、紙再生を
含むドライファイバーテクノロジー応用、天然由来
素材（脱プラ）開発、原料リサイクル（金属再生、紙
循環）などの技術確立を通じ、アップサイクル(高機
能化)、脱プラ化(梱包材、成形材)、高付加価値新
規素材の創出などにより売上収益を獲得

TCFD提言への対応TCFD提言への対応
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省
Efficient

小
Compact

精
Precision

持
続
可
能
で
こ
こ
ろ
豊
か
な
社
会

アウトカム ありたい姿

 2022年の特許登録件数ランキング（当社調べ）（2022/1/1～12/31）

*1

*2

 2030年度までにGHG排出量を200万トン以上削減
（2017年度比55%削減）
 2023年までにRE100達成

*5  投下資本利益率

*3

 売上収益事業利益率
 2020年度比

*4

エプソンの提供価値価値創造戦略

マイクロデバイス
5つのイノベーションを支える

商業・産業
プリンティングイノベーション

オフィス・ホーム
プリンティングイノベーション

マニュファクチャリング
イノベーション

ビジュアルイノベーション

ライフスタイルイノベーション

マテリアリティ

産業構造の
革新

生活の質向上

社会的責任の
遂行

循環型経済の
牽引

インプット

技術資産

製造資本

有形固定資産・
無形資産残高

3,862億円

知的資本

人的資本

連結従業員数

79,906人

社会・関係資本

エプソングループ会社数
81社（当社を含む）
（国内20社、海外61社）

自然資本
限られた自然資源
（エネルギー、資材など）

財務資本 格付け A (R&I)
13,415億円
総資産

インクジェット
プリンター特許出願
公開件数*2

1位日本： 1位米国：

「省・小・精の技術」

● マイクロピエゾ
● ドライファイバー技術
● ロボティクス
● マイクロディスプレイ
● センシング
● 半導体・水晶
● 超微細精密加工技術

（2023年3月31日現在）
諸資本

社会課題

環境負荷の低減

分散型社会を
つなげる

ライフスタイルの
多様化

インフラ・教育・
サービスにおける
質の向上

労働環境の改善

生産性・柔軟性が高い生産システム
による、ものづくりの革新

人・モノ・情報・サービスをつなぎ
「学び・働き・暮らし」を支援

お客様の多様なライフスタイルを
彩る

スマート化する社会の実現に貢献

分散化に対応した印刷の進化により
環境負荷低減・生産性向上を実現

印刷のデジタル化を主導し
環境負荷低減・生産性向上を実現

価値創造基盤

環境
DX
共創

ROS

10%
ROIC*5

11%以上 以上

アウトプット

成長領域：
・売上収益
  CAGR +15%以上

成熟(収益性維持)領域：
・継続的にROS 15%以上

成熟(構造改革)領域：
・ROS改善 +10pt以上
新領域：
・売上収益100億円以上

*3

*3

社会価値
社会課題解決と
精神的・文化的な

豊かさ

環境価値
地球環境と
産業の共生

経済価値
安定的な

経済的付加価値の
再配分

戦略目標

業績目標（2025年）

価値創造
・人・モノ・情報がつながり、多様な
   働き方・産業・ライフスタイルを
   支える製品・サービス
・お客様のもとでの環境負荷低減
・人材成長と技術革新

社会的責任
・脱炭素社会への貢献  と
   TCFD提言に基づく戦略実現
・サプライチェーンを含む人権・
   安全・倫理等の遵守および
   RBA準拠のレベル向上
・世界各地域に根差した社会支援
   活動

*1

*4

エプソンは、社会課題解決に向け、取り組むべきマテリアリティを特定しています。独自のコア技術をベースにイノベーションを起こし、社会・環境・経済価値を提供する
ことで社会課題を解決し、持続可能でこころ豊かな社会を実現します。これはSDGs（持続可能な開発目標）と目的を同じくするものであり、私たちのパーパスに込められた
想いをどのように実現していくかを示したものです。

価値創造ストーリー

25



INDEX

エプソン
統合レポート 2023 CEOメッセージ パーパス ビジョンの進捗introduction サステナビリティ

経営と財務戦略 価値創造戦略 価値創造基盤 ガバナンスの強化 ファクトデータサステナビリティ
経営と財務戦略

• SDGs（持続可能な開発目標）
• TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）
• 気候変動をはじめとした社会・経済分野のマクロ
トレンド（欧州グリーンディール政策、パリ協定など）
• グローバル JAPAN（2050シミュレーションと総合戦略）
• GRIスタンダード
• SASBスタンダード
• ISO 26000
• SRI（社会的責任投資）調査項目
• RBA（Responsible Business Alliance）行動規範

自社視点、社会視点による重要度の評価

経

営

理

念

企
業
行
動
原
則

社
会
か
ら
見
た
重
要
性

自社から見た重要性

マテリアリティ

参照した重要な動向・フレームワークなど

妥当性の評価

マテリアリティの特定

重要度の把握と評価

社会課題の抽出 中長期的な社会動向、ESG投資家の期待、自社の方向性を把握しながら
社会課題を抽出

経営戦略会議などにおいて、抽出した社会課題について社会・自社にとって
の重要度を把握・評価しながら、マテリアリティを仮定

サステナビリティ戦略会議、取締役会において、社外取締役・監査等委員に
より妥当性を評価

サステナビリティ戦略会議において、マテリアリティを特定

　エプソンは、2021年、「Epson 25 Renewed」の制定に伴い、SDGs、ISO 26000などで示された
社会課題やメガトレンドを参考として、自社視点・社会視点による評価を行い、社会課題解決に向け
エプソンが取り組むべき重要度の高いテーマとして４つのマテリアリティを特定しました。

■ マテリアリティの特定

　「お客様を大切に、地球を友に…」で始まる経営理念には、現代のSDGs、サステナビリティ経営の思想
に通じる思いが込められています。私たちは経営理念に常に立ち返り、社会課題の解決に貢献し続け
ます。真の持続可能性が求められる時代だからこそ、未来のこころ豊かな社会の実現に向けて、志を
同じくする社内外のパートナーとの共創により社会課題解決と事業成長を両立させるサステナビリティ
経営を実践していきます。

　エプソンでは、社長直轄の組織としてサステナビリティ推進室を設置し、その責任者に取締役専務
執行役員が任命され、グループ全体のサステナビリティ（社会要請に基づく持続的成長性）活動に
関する責任と権限を担っています。
　また、社長の諮問機関として、本部長、事業部長などの経営層に加え、社外取締役、監査等委員により
構成される「サステナビリティ戦略会議」が設置されており、サステナビリティ活動に関するグループ
全体の戦略・方向性を検討・決定しています。サステナビリティ戦略会議では、社会動向レビューに基づき
グループ全体に関わるサステナビリティに関する中長期戦略を策定し、活動の実践状況のレビューや
重要課題への取り組みなどについて審議します。
　さらに、サステナビリティ戦略会議の下部組織として、「サステナビリティ推進会議」を設置し、サステナ
ビリティ活動に関する専門事項について協議・検討を行っています。この推進会議は、関係主管部門長に
より構成され、サステナビリティ戦略会議へ上申および答申します。
　これら2つの会議体の事務局は、サステナビリティ推進室が担っており、定期的な取締役会への報告
を実施し、より効果的なサステナビリティ活動の推進に努めています。

■ サステナビリティ経営

■ サステナビリティ推進体制

エプソンが
取り組むべき
重要度の高い
テーマ4つ

　 

 循環型経済の牽引

　 

 産業構造の革新

　 

生活の質向上

 

社会的責任の遂行 

サステナビリティ経営

マテリアリティ特定のプロセス

■ 推進体制

取締役会

社長

サステナビリティ責任者（担当役員）

業務執行

主管部門

主管部門

サステナビリティ推進室

サステナビリティ戦略会議
本部長、事業部長、その他執行役員、

社外取締役、監査等委員

サステナビリティ推進会議

26



INDEX

エプソン
統合レポート 2023 CEOメッセージ パーパス ビジョンの進捗introduction サステナビリティ

経営と財務戦略 価値創造戦略 価値創造基盤 ガバナンスの強化 ファクトデータサステナビリティ
経営と財務戦略

サステナビリティ重要テーマとそのKPI

エプソンはマテリアリティの実効性を高めるため12のサステナビリティ重要テーマに展開し、社会課題解決にどのような貢献をするかを念頭に
具体的なKPI（推進目標・指標）を設定した上で確実な推進に取り組んでいます。
また、2022年度から一部のKPIを経営層の報酬評価の際の指標として組み込み、サステナビリティに関する経営責任を明確にしました。
これまでも役員報酬の評価においては外部のサステナビリティ評価を反映し決定してきていますが、KPIと連動させることで、責任と役割を一層
明確にした仕組みを構築しました。

*1 報酬評価指標
*2 原油、金属などの枯渇性資源
*3 原材料に対するサステナブル資源（再生可能資源＋循環資源＋低枯渇性資源）の比率
*4 資源投入量に対する生産系埋立量の比率

*5 商品・サービスが社会のGHG排出量の削減に資する量を定量化したもの
*6 「産業構造の革新」「生活の質向上」マテリアリティの指標と目標は2023
　年度から適用
*7 エプソン社内プロジェクトの効果ベースで換算

マテリアリティ サステナビリティ
重要テーマ

脱炭素の取り組み

主な機会(〇)とリスク（●)

〇炭素税導入、電気料金高騰、廃棄物処分コ
ストの上昇、適量生産・資源削減などによ
り、環境に配慮した商品・サービスへのニー
ズの高まり

〇地球温暖化対策分野や廃棄物処理・資源
有効活用分野の市場成長

〇サーキュラーエコノミー（循環型経済）への
シフトにより、再生プラスチック、バイオプラ
スチック、金属リサイクルの市場成長

●森林保護意識観点からのペーパーレス化
気運の高まり

●政策・法規制の変化による操業コスト増
● 「脱炭素」と「資源循環」への対応遅れに
よる信用低下、企業価値の毀損

●環境負荷低減につながる環境技術開発の
計画未達成もしくは遅延による企業価値の
毀損

再生可能エネルギーの活用 再生可能エネルギー導入率 国内100%維持 国内100%維持
グローバルで79%

取り組みテーマ LTI*1
連動

2050年「カーボンマイナス」に向けた、
設備の省エネ、温室効果ガス除去、サプ
ライヤーエンゲージメント、脱炭素ロジ
スティクス

評価指標
(KPI)

2022年度
目標値

2022年度
実績

2023年度
KPI目標値

事例紹介
ページ

Scope1,2 GHG排出量（総量）
削減率

Scope3 GHG排出量
（事業利益原単位）削減率

商業・産業向けのインクジェットプ
リンター対前年の平均売上伸長率

SOHO・ホーム向け大容量インク
ジェットプリンター対前年の平均
売上伸長率

労働力不足解消数*7

共創・協業案件数
またはパートナー数

共創・協業による現地実証プログ
ラム数

2017年度比60%削減

2017年度比45%削減

2017年度比21%削減

2017年度比30%削減

グローバルで100%

サステナブル資源率*3　27%
   2023年度より定義を（ 明確化し運用開始する ）
1%以下

新しい算定ロジックによる
算出開始と目標値策定

2017年度比65%削減
（SBT：2025年度目標34%）

2017年度比45%削減
（SBT：2025年度目標44%）

スクラップ金属の高付加価値リサイクル
技術確立 開発プロセスの進捗状況 ・エプソンアトミックス粉末高機能

化：高耐電圧絶縁膜の開発
リサイクル材料種拡大に向けた
技術開発

資源循環の取り組み

2050年 「地下資源*2消費ゼロ」に向けた
・小型軽量化/再生材活用などの資源の
有効活用
・生産ロスを極小化する循環型生産シス
テムの構築

循環資源利用率（22年度まで)
サステナブル資源率*3（23年度から)

21%20%以上

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

　 ― *6

10%

5%

28,000人

共創・協業案件：1件

価値実証件数：20件

最終埋立率*4 0.79%1%以下

お客様のもとでの
環境負荷低減

環境負荷低減に資する商品・サービス
による削減貢献量の最大化*5 商品・サービスによる削減貢献量 29.7万t-CO₂e

前年度比107%前年以上

環境技術開発

ドライファイバーテクノロジーを応用し
た再生材/天然素材による脱プラスチッ
ク・資源循環の実現
・梱包材（従来材の置き換え）
・外装材(従来材の置き換え）

インクジェット技術と多様なソリューショ
ンにより、印刷のデジタル化を主導し、
環境負荷低減・生産性向上を実現する

インクジェット技術とオープンなソリュー
ションにより、環境負荷低減・生産性向
上を実現し、在宅学習や分散オフィスの
印刷の進化を主導する

臨場感と情報量を両立し、リアルとリモ
ートを組み合わせた境界のない公平・自
然で快適なコミュニケーション環境を提
供する

大画面コミュニケーションをコンパクト
に実現するスマート型の携行型ディスプ
レイにより均質な学びの機会を創出し、
地域や社会情勢の違いによる学びの格
差を緩和する

ロボットを用いた自動化による労働力不
足の解消

開発プロセスの進捗状況

・梱包材：ウオッチ向けで実用化
（コットン端材）
・外装材：セルロース複合バイオマ
スプラの耐衝撃性向上

金属粉末（造形材）の高付加
価値化技術の実用化

実用化範囲拡大
・梱包材：自社製品による実用
化検証
・外装材：実用化に向けた技術
実証開始

デジタル化・自動化
による生産性向上

〇消費者ニーズ多様化、環境配慮の重要性
の高まりによる省資源で高効率な生産プ
ロセスへの移行

●市場要望に合致した商品・サービスの投
入遅れによるビジネス機会の損失

〇働き方の多様化やIT技術の進展に伴うオ
フィスの分散化や在宅学習支援プログラ
ムの拡大

●市場要望に合致した商品・サービスの投
入遅れによるビジネス機会の損失

〇少子高齢化などを背景とした世界的な労働
力不足を補うロボットを用いた自動化ニーズ

●ロボット使用時に、使用者の生命､身体に
重大な被害を及ぼす事故が発生した場合
の信頼の失墜、企業価値の毀損

〇在宅勤務やWeb会議における物理的コミ
ュニケーション低下によるストレス負荷・業
務効率低下解消ニーズの高まり

●アフターコロナにおけるオフィス出社率向上に
伴う、リアルとリモートをつなぐニーズの減少

〇開発途上国におけるインフラ整備不足に
伴う学びの場や機会の格差の解消におけ
るICT活用

〇デジタル教材、教育プラットフォームの普及
●開発途上国の経済発展遅れ、政情不安によ
る、健全な教育予算編成・資金投下の遅れ

労働環境・教育環境
の改善

産業構造の
革新

循環型経済の
牽引

P.41-44
価値創造
基盤

P.33-34
価値創造
戦略

P.45-46
価値創造
基盤

P.35-36
価値創造
戦略

―

P.37-38
価値創造
戦略

P.39-40
価値創造
戦略
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サステナビリティ重要テーマとそのKPI

マテリアリティ

多様な
ライフスタイルの提案

主な機会(〇)とリスク（●)

〇ライフスタイルの多様化に伴うさまざまな
スポーツでのデータ活用による上達支援の
ニーズの拡大

〇寿命の延伸に伴う健康寿命への意識の
高まり

●競合データサービスの進化によるプレゼ
ンス低下

●健康志向への関心低迷によるデータサー
ビスビジネスのへの影響

〇多様な価値観、趣味、趣向に応える嗜好品
の需要

●価値観の変化によるウエアラブルデバイス
市場におけるプレゼンス低下

取り組みテーマ LTI*1
連動

独創のセンシング技術とアルゴリズム
により、パーソナライズされた価値をビ
ジュアルで分かりやすく提供すること
で、生活習慣病予防やスポーツ上達支
援によって人々の多様なライフスタイル
を彩る

評価指標
(KPI)

2022年度
目標値

2022年度
実績

2023年度
KPI目標値

売上に占める支援サービスの
データビジネス比率*8収益比率

管理職女性比率（当社）

　 ― *6　 ― *6 30%

魅力ある上質な商品の対前年売
上伸長率

外部評価機関の評価指数

サプライヤーにおけるCSRリスク
レベル

組織風土アセスメント「チームで働
く力」スコア

人権尊重のコミットメント、人権
デューデリジェンス（DD）、救済
メカニズムの定着・改善

　 ― *6　 ― *6 4%

ステークホルダーとの対話強化よるニ
ーズ・社会要請への対応

自由闊達で風通しのよい組織風土づくり

新「人権方針」のグループ内浸透による
人権の尊重

ダイバーシティを尊重した人材の活用

コンプライアンス経営の基盤強化

グループコンプライアンスレベルの引き
上げ

責任あるサプライチェーンの実現

高評価を獲得高評価*9を得る

豊かで彩のある暮らし
の実現

「省・小・精の技術」と匠の技能で、魅力あ
る上質な商品を提供し、お客様の多様な
ライフスタイルを彩る

ステークホルダー
エンゲージメントの向上

責任ある
サプライチェーンの
実現

高評価を得る

・女性管理職比率 5%
・女性係長級（SSF）比率 8％

重大なコンプライアンス事案
の発生件数ゼロ

グループ全社での実施率
100%

主要サプライヤー（直接材）の
CSRリスクランク：ハイリスク：
0%、ミドルリスク：9%

・モチベーションクラウドの新規導
入を踏まえ、2025年度の目標値
を下記の通り設定
・エンゲージメントレーティング：A
（スコア58.0以上）
・レーティングD職場数：ゼロ

研修立ち上げによる人権方針の
周知と、人権DD、救済メカニズム
の現状と改善点の把握

女性管理職比率　4.1%

主要サプライヤー（直接材）の
CSRリスクランク：ハイリスク
０％、ミドルリスク6%以下

モチベーションクラウド導入に
よるアセスメント方法変更によ
りKPI再設定

人権方針の周知と、人権DD、
救済メカニズムの現状と改善点
の把握

管理職女性比率5%

重大なコンプライアンス事案の
発生なし

グループ全社での実施率
100%

女性執行役員数2025年度まで
に1名以上（国内）

重大なコンプライアンス違反事
案*10の発生件数

グループ全社員*11へのコンプライ
アンス教育(eラーニング)実施率

社外研修　課長2名受講

重大なコンプライアンス事案の発
生なし

コンプライアンス月間ｅラーニング
国内：99%
海外：98.5%

社内外研修女性受講促進

主要サプライヤー（直接）の
CSRリスクランク： ハイリス
ク０％、 ミドルリスク4％以下
主要サプライヤー（間接
材）：ハイリスク０％

モチベーションクラウド
・エンゲージメントレーティン
グ：BB（スコア54.0以上）
・レーティングD職場数：31

人権尊重のためのPDCAサイ
クルの定着・改善
・国内：各種相談窓口との連
携体制の構築
・海外：各現法窓口からの報
告ルール明確化による情報
集約・状況把握体制の整備

〇サステナビリティに関するステークホル
ダーからの関心の高まり

〇世界的な「ビジネスと人権」への関心の
高まり

●不適切な対応によるステークホルダーか
らの信頼の失墜、企業価値の毀損
●当社およびサプライチェーンにおける人権
侵害の発生

〇自由闊達で風通しの良い組織風土の醸
成による企業パフォーマンスの向上

〇世界的な「ビジネスと人権」への関心の高
まり
〇DE&Iの認知や理解、社会的マイノリティ
に対する意識の変化

●組織風土の改善が進まないことによるエ
ンゲージメントの低下、イノベーションの
欠如

●サプライチェーンを含め、重大な人権侵害
が発生した場合、企業価値の毀損

●DE＆Iが進まないことによるエンゲージメ
ントの低下・イノベーションの欠如

〇ガバナンス体制の強化による戦略推進の
加速、変化への対応力向上

〇適切なリスクテイクによる競争力の向上
●ガバナンス不全に伴う戦略進捗の遅れ、
組織力低下

●コンプライアンス違反による損失の発生、
社会的信用の失墜

人権の尊重と
ダイバーシティの推進

ガバナンスの強化

社会的責任の遂行

生活の質向上

*1 報酬評価指標
*6 「産業構造の革新」「生活の質向上」マテリアリティの指標と目標は2023年度から適用
*8 データをアルゴリズム変換し価値提供を行うビジネスモデル

*9 Sustainalytics：Low、FTSE：4点以上、東洋経済新報社「CSR企業ランキング」トップ５０以上
*10 重大なコンプライアンス違反事案：適時開示事由に該当するような違反事案
*11 対象：当社および国内・海外子会社

サステナビリティ
重要テーマ

事例紹介
ページ

P.49-50
価値創造
基盤

P.51-55
価値創造
基盤

P.57-68
ガバナンス
の強化

28


